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令和５年度 那珂市市民活動支援事業募集要項 

 

１ 趣旨 

  市と市民による協働のまちづくりを推進するため、市民活動団体の設立及び自

立促進を支援し、並びに市民自治組織及び市民活動団体（以下「団体等」という。）

から、市と市民による協働の先進事例となる事業提案を募集します。 

 

２ 用語の定義 

  この要項において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号のとおりです。 

 （１）市民活動とは、市民の自発的な意思に基づき、自らの生活向上及び地域活

性化を目的とした継続性の見込める次のいずれにも該当する活動です。 

   ア 市民の自主性、自発性に基づく活動であること。 

   イ 営利を目的としない活動であること。 

   ウ 公益性のある活動であること。 

   エ 市民に対して内容が開かれた活動であること。 

   オ 宗教活動又は政治活動を目的とする活動でないこと。 

 （２）市民自治組織とは、那珂市協働のまちづくり指針（平成２１年１２月策定）

第８章に基づく、「自治会」及び「地区まちづくり委員会」をいいます。 

 （３）市民活動団体とは、市民活動を行うことを目的とした団体で、次のいずれ

にも該当する団体です。 

   ア 事務所等の所在地が市内にあり、かつ、主な活動区域が市内であること。 

   イ 団体の構成員が５人以上で、構成員の過半数が市内に住所を有し、又は

勤務していること。 

   ウ 会員の資格に関して、不当な条件を付さないこと。 

   エ 規約、会則等で代表者や運営の方法が規定されていること。 

   オ 独立した組織で活動が継続的に行われていること。 

   カ 暴力団又はその構成員の統制の下にある団体でないこと。 

 

３ 募集する事業の内容 

 （１）設立準備事業（以下「準備事業」という。） 

    活動基盤が整っていない市民活動団体や、これから市民活動に取り組もう

とする団体（以下「市民活動団体」という。）が行う、活動基盤を整えるため

の活動に対し、必要な支援を行います。ただし、次に掲げる活動については、

準備事業の対象となりません。 

   ア 市民活動団体の活動が、法令に抵触する場合 

   イ 国、県、市及びそれらの外郭団体で実施している他の補助金等の対象と

なる活動 

   ウ 既存の市民活動団体の名称等を変更したに過ぎない等、新規設立団体と

認められない市民活動団体の活動 
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   エ 自立して活動することが困難であると認める市民活動団体の活動 

   オ その他市長が適当でないと認める市民活動団体の活動 

 （２）市民提案事業（以下「提案事業」という。） 

    地域の課題解決に向けて、団体等が自主的な創意工夫により提案し、これ

までの活動に加え新たに実施する活動に対し、必要な支援を行います。ただ

し、次に掲げる事業については、提案事業の対象となりません。 

   ア 法令に抵触する場合 

   イ 国、県、市及びそれらの外郭団体で実施している他の補助金等の対象と

なる事業 

   ウ 既に那珂市市民活動支援事業募集要項により補助金の交付を受けたこと

がある事業（異なる団体等からの申込みであっても、既に交付を受けたこ

とのある事業については対象外です。また、類似又は類推する事業も同一

事業とみなします。）。 

   エ 補助期間終了後も自立して継続できるだけの予算の裏付けのない事業 

   オ その他市長が適当でないと認める事業 

 

４ 募集する事業の実施方法 

  募集する事業の実施方法は、事業を行う団体等に対し、予算の範囲内において

補助金を交付することにより行います。 

  補助金の交付については、次のとおりです。 

 （１）準備事業 

    市民活動団体につき１回限りとします（異なる市民活動団体からの申込み

であっても、既に交付を受けたことのある市民活動団体と主体が同等と判断

される団体については、同一団体とみなします。）。 

 （２）提案事業 

    当該年度中に１回限りとし、同一事業を継続する場合は、２年までとします

（ただし、年度ごとに申込みをし、選考会による審査を受ける必要がありま

す。）。 

 

５ 補助金の交付対象 

  補助金の交付対象となる団体等は、次のとおりです。 

 （１）準備事業 

    団体設立後１２月以内で、那珂市市民活動団体登録制度実施要領の規定に

より認定された市民活動団体、又は認定見込みの市民活動団体が対象となり

ます。 

※那珂市市民活動団体登録制度に登録後１２月以内ではありませんのでご注

意ください。 

 （２）提案事業 

    市民自治組織及び那珂市市民活動団体登録制度実施要領の規定により認定

された団体等であって、団体等設立後３年以上経過した団体等が対象となり



3 

 

ます。 

    なお、提案事業については、過去３年間提案事業による補助金の交付を受

けていない団体等とします。 

 

６ 補助率及び補助限度額 

  それぞれの事業の補助率及び補助限度額は、次のとおりです。 

区 分 補助率 補助限度額 

準備事業 ５／１０      ５万円 

提案事業 
受給１年目 ８／１０     ４０万円 

受給２年目 ８／１０     ４０万円 

  ※ 補助金の額は１，０００円単位とし、１，０００円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てます。 

 

７ 補助対象経費 

  補助金の交付対象となる経費は、「３ 募集する事業の内容」に要する経費と

なります。 

  なお、補助金の交付対象となる経費及び交付対象とならない経費につきましては、

次のとおりです。 

 科   目 備         考 

対
象
と
な
る
経
費 

講師謝礼 ただし、団体の構成員に対するものは不可 

旅費 研修、視察等の交通費等 

消耗品費 事務用消耗品費、資料代、料理材料費等 

燃料費 暖房用の灯油代、車のガソリン代等 

印刷製本費 コピー代、報告書等の作成費 

光熱水費 電気、ガス、水道代等 

修繕料 備品等の修繕、取り替え費用 

賄材料費 給食等の材料購入経費 

通信運搬費 はがき代、切手代、電話代等 

手数料 金融機関の送金、払込手数料等 

保険料 イベントの開催、参加時等の保険料等 

委託料 事務、調査、設計等の委託料 

原材料費 工事材料、加工用原料等 

備品購入費 

購入した備品が、この事業の趣旨（地域の課題解

決に向けて、団体等が自主的な創意工夫により提

案し、これまでの活動に加え新たに実施する活動）

として認められないものは不可 
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対
象
と
な
ら
な
い
経
費 

人件費、謝礼等 団体等の構成員に対する人件費全般 

食糧費 団体等の構成員による会合の飲食費 

使用料及び賃借料 ＯＡ機器等レンタル・リース代、事務所賃貸料等 

財産購入費 土地、建物等の財産購入費 

補助金 当該団体に加盟する団体等への補助金 

その他 
当該事業を実施するに当たって必要と認められな

い経費 

  ※ 領収書等により支出が確認できない経費は、対象とできません。 

 

８ 事業採択までの流れ 

 （１）申込み 

   補助金の交付を受けようとする団体等は、那珂市市民活動支援事業申込書（様

式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出してください。 

   ア 団体概要書（様式第２号） ※ アは準備事業のみ添付 

   イ 事業計画書（様式第３号） 

   ウ その他市長が必要と認める書類 

 （２）募集期間 

   ア 準備事業 随時（ただし、予算の範囲を超えた時点で終了となります。） 

   イ 提案事業 令和５年２月２０日（月）～令和５年３月１７日（金） 

 （３）選考会 

   ア 準備事業 随時（基本的には書類審査となります。） 

   イ 提案事業 申込み団体等による公開プレゼンテーションを実施します。 

    ※ 令和５年４月下旬頃に開催予定です。詳細については、申込み団体等

に改めて通知します。 

    ※ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況により、提案事業の選考

方法については、別の方法により審査を行う場合があります。 

 （４）審査 

 ＜準備事業＞ 

   市協働のまちづくり推進委員会委員が、本要項「２ 用語の定義」に則して

いるかの審査を行います。 

 ＜提案事業＞ 

   市協働のまちづくり推進委員会委員（以下この項目において「審査員」とい

う。）が、上記「（３）選考会」におけるプレゼンテーションやヒアリングを通

して審査を行います。 

   審査基準は、次のとおりです。 
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No. 項  目 内     容 

１ 公益性 地域や不特定多数の者の利益に結びつく事業か。 

２ 
課題解決等の 

効果・成果 

地域の課題や市民ニーズに則しているか。また、その

解決に効果や成果が期待できるか。 

３ 協働の妥当性 市と提案者が協働して実施することが妥当な事業か。 

４ 具体性・実現性 
提案者が実施することが可能な事業か、又は可能な提

案内容か。 

５ 専門性・先駆性 提案者の特性が発揮され、新たな視点での取組か。 

６ 持続可能性 
補助期間が終了した後も、自主財源の確保等により、

継続的な事業展開が見込めるか。 

   上記の No.１から No.６までの項目について、審査員１人当たり各項目１０点

満点とし、合計６０点満点で採点をします。 

   採点の結果、審査員の平均点が３０点以上の事業を採択することとし、平均

点が３０点に満たない事業については、不採択となります。 

   なお、平均点が３０点以上となった事業であっても、採点の多い順に順位付

けをし、予算の範囲を超えた場合は、下位の順位から不採択となります。 

 

９ 補助金の交付手続等 

   採択が決定した団体等（以下「実施団体」という。）は、那珂市補助金等交

付規則（平成１３年那珂市規則第１９号）の規定による手続を行ってください。 

   事業を履行するに当たっては、第三者への再委託は認められません。 

   なお、実施団体と協議し、市が必要と認めたときは、補助金の全部、又は一

部を前払いすることができます。 

   実施団体は、事業終了後１か月以内に、那珂市市民活動支援事業実績報告書

（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に報告してください。 

 （１）事業報告書（様式第４号別紙１） 

 （２）収支決算書（様式第４号別紙２） 

 （３）活動の実施状況を記録した写真、資料等 

 （４）領収書等の写し 

   なお、提案事業を実施した団体は、効果の持続性等を確認するため、当該事

業完了後、毎年の活動の実施状況等の報告を、那珂市市民活動支援事業現況報

告書（様式第５号）により３月末日までに提出するものとし、その報告の期間

は、補助金の交付（継続２年の事業にあっては、２年目の交付）を受けた翌年

度から３年間とします。 

 

１０ 情報公開 

   提出いただいた市民活動支援事業に係る書類は、個人情報に関するものを除

き、原則公開とします。 
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１１ 問合せ先及び申込方法 

  ＜問合せ先＞ 

   那珂市 市民生活部 市民協働課 市民活動グループ（那珂市役所２階） 

   〒３１１－０１９２ 那珂市福田１８１９番地５ 

   電話番号 ０２９-２９８-１１１１（内線２６４・２６５） 

   ＦＡＸ番号 ０２９-３５２-１０２１ 

   Ｅ-ｍａｉｌ shimin-k@city.naka.lg.jp 

  ＜申込方法＞ 

   上記問合せ先に、①直接持参する、②ＦＡＸで送付する、③Ｅ-ｍａｉｌで送

付する、のいずれかの方法でお申し込みください（提案事業につきましては、募

集期間最終日の午後５時必着）。 

 

   ※ ＦＡＸ又はＥ-ｍａｉｌにより申し込みをした場合は、送付後申込者自ら

が電話等により必ず受領の確認を行ってください。市では、通信機器の不具

合等により受領できていなかった場合についての責任は負えません。 

 

   ※ この要項に記載のある補助限度額は、令和５年度予算が決定し確定する

もので、あくまでも予定です。 

mailto:shimin-k@city.naka.lg.jp
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様式第１号 

 

那珂市市民活動支援事業申込書 

 

年  月  日  

 

 那珂市長   様 

 所在地（住所）            

 団 体 名            

 代表者職・氏名            

 

 

 令和５年度那珂市市民活動支援事業募集要項の規定により、下記の事業を実施し

たいので、関係書類を添えて申し込みます。 

 

 

記 

 

 

１ 設立準備事業 

              

２ 市民提案事業     （いずれかを○で囲む。） 
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様式第２号       ※この様式は、市民提案事業の申請には提出不要です。 

 

団体概要書 

 

団 

体 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

団 体 名 
  

所 在 地   

電 話 番 号   

代 

表 

者 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

職 ・ 氏 名 
  

住 所   

電 話 番 号   

団体設立（予定）年月日       年   月   日 

会 員 数   

団体の活動分野 

（該当するすべての項

目を○で囲む） 

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

５ 環境の保全を図る事業 

６ 災害救援活動 

７ 地域安全活動 

８ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

９ 国際協力の活動 

10 男女共同参画社会形成の促進を図る活動 

11 子どもの健全育成を図る活動 

12 情報化社会の発展を図る活動 

13 科学技術の振興を図る活動 

14 経済活動の活性化を図る活動 

15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

16 消費者の保護を図る活動 

17 前各項に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

18 その他（                       ） 
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主な活動実績   

主な活動地域   

主な活動内容   

予 算 規 模 
今年度予算額  収入： 

（予定額）    支出： 

 

添付書類 

 １ 規約又は会則 

 ２ 構成員名簿 

 ３ 前年度事業報告書及び本年度事業計画書 

 ４ 前年度決算書及び本年度予算書 

 ５ その他市長が必要と認めるもの 

  ※ 新規に設立する団体にあっては、上記添付書類３及び４の「前年度分」は、

添付する必要はありません。 
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様式第３号 

事業計画書 

（市民提案事業・設立準備事業） 

実施事業名  

実施予定期間 

□単年 ・□２年間継続（  年目） 

（市民提案事業の場合は、いずれかをチェックしてください。） 

     年   月   日  ～      年   月  日 

実 施 場 所  

事業収支計画  別紙のとおり 

事 業 目 的 

（団体設立目的） 
  

事 業 内 容 

（団体活動内容） 
  

事    業 

スケジュール 

（単年度の場合

は上段に記入） 

令和  年度 

（１年目） 
 

令和  年度 

（２年目） 
 

補 助 期 間 

終了後の計画 

※ 補助期間終了後、どのように事業を継続していくか記入す

ること。 
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（別紙） 

事業収支計画 

（令和  年度） 

１ 収入 

 

科 目 金 額 説 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合 計     

２ 支出 

 

科 目 金 額 説 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合 計     

 

※ ２年間継続して支援を希望する団体は、収支計画を年度ごとに分けて記入する

こと。 
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様式第４号 

 

那珂市市民活動支援事業実績報告書 

 

年  月  日  

 

 那珂市長   様 

 所在地（住所）            

 団 体 名            

代表者職・氏名         印  

 

 

 令和５年度那珂市市民活動支援事業を、下記のとおり実施したので、報告します。 

 

 

記 

 

 

 １ 事業区分  □ 設立準備事業 

         □ 市民提案事業 

 

 

 ２  実施事業名 

 

 

 ３ 補助金決定額             円 

 

 

 ４ 添付書類 

  （１）事業報告書（別紙１） 

  （２）収支決算書（別紙２） 

  （３）活動の実施状況を記録した写真、資料等 

  （４）領収書等の写し



13 

 

（別紙１） 

 

事業報告書 

 

団 体 名 
 

実施事業名 
 

事 業 内 容  

 

事業の効果 

 

今後の展望 
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（別紙２） 

収支決算書 

収入の部 

区 分 本年度決算額 a 本年度予算額 b 比較増減 a－b 摘 要 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 A       

 

支出の部 

区 分 本年度決算額 a 本年度予算額 b 比較増減 a－b 摘 要 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 B       

差引残高（A－B）          円 
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様式第５号 

 

那珂市市民活動支援事業現況報告書 

 

年  月  日  

 

 那珂市長   様 

 所在地（住所）            

 団 体 名            

代表者職・氏名         印  

 

 

 令和５年度に事業が完了した那珂市市民活動支援事業について、    年度の

活動の現況を、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

 １ 事 業 区 分   市民提案事業 

 

 

 ２ 実施事業名 

 

 

 ３ 補助金決定額             円 

 

 

 ４ 添付書類 

  （１）事業報告書（別紙１） 

  （２）収支決算書（別紙２） 

  （３）活動の実施状況を記録した写真、資料等 

  （４）その他必要と認める書類 

   ※ 上記（１）（２）については、総会資料等により確認ができる場合は、

総会資料等の写しでも構いません。
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（別紙１） 

 

年度 事業報告書 

 

団 体 名 
 

実施事業名 
 

事業完了年度 
 

※ 継続２年の事業にあっては、２年目終了年度を記載すること。  

事 業 内 容 

 

事業の効果 

 

今後の展望 
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（別紙２） 

年度 収支決算書 

収入の部 

区 分 本年度決算額 a 本年度予算額 b 比較増減 a－b 摘 要 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 A       

 

支出の部 

区 分 本年度決算額 a 本年度予算額 b 比較増減 a－b 摘 要 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 B       

差引残高（A－B）          円 


